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※ 掲載されている各項目は、 
・ 「北九州市経営プラン」に沿った新たな取組み 

・  その他、特に効果が期待できる収支改善の取組み 
を分類ごとに整理している。 

 
※ 収支改善額には、前年までの効果は含まない。また、原則として百

万円単位（単位未満は四捨五入）で記載している。 
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Ⅰ 平成２２年度 経営プラン実施計画について 

１ 平成２２年度における収支改善の取組み 

 
 
 
平成２２年度は、事務事業の見直しなど１０７億円の収支改善に取り組む。 
これにより、平成２１年度の取組額１０２億円と合わせ、集中取組期間（平

成２１年度～平成２２年度）における収支改善額は２０９億円となる。 
 
 

■ 歳入増 （約４４．６億円） 

 

 ■ 歳出減 （約６２．２億円） 

 

 

【参 考】平成２２年度当初の職員数（全会計ベース） 

平成２２年４月１日現在の職員数は、８，７６０人となる見込みで、“職員

８千人体制”の実現に向けた取組みを着実に推進する。（前年比較▲２１７人） 

    

北九州市の職員数推移（各年4月1日）
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○ 貸付金の繰上償還            【９．５億円】

○ 特別会計剰余金等の活用          【３５．１億円】

○ 職員数の削減等             【１８．４億円】

○ 事務事業の見直し            【３１．４億円】

○ 投資的経費の抑制            【１２．４億円】

収支改善額（目標） 約１０７億円（一般財源ベース） 

《収支改善額の主な内訳》 



 

２ 

２ 収支改善の主な取組内容 

（【 】は収支改善効果見込額で一般会計、一般財源ベース） 

■歳 入（4,4６２百万円） 

ア 貸付金の繰上償還                 【９５３百万円】 

   工業用水道事業や土地開発公社への貸付金を繰上償還する。 

  

イ 特別会計剰余金等の活用              【３,５０９百万円】 

   平成２２年度で廃止となる老人保健医療特別会計の剰余金等を活用する。 

 

■歳 出（6,222百万円） 

  ア 職員数の削減等                 【１,８３５百万円】 

      平成２５年度の職員８，０００人体制を目指し、職員数の削減に取り組む。 

平成２２年度は常勤職員（一般会計）１０３人を削減する。 

 

  イ 事務事業の見直し                【３,１４４百万円】 

①裁量的経費の削減                 （２,１３８百万円） 

裁量的経費を見直し、経費の削減を図る。主なものは次のとおり。 

○外郭団体に対する人的・財政的関与の見直し（６０７百万円） 

「北九州市外郭団体経営改革プラン」に基づき、外郭団体の内部管理経費

の見直しや自主財源の確保等を図り、補助金総額を削減する。 

平成２２年度は、市派遣職員を２５人、市補助金を６０７百万円削減する。 

○公共施設等の維持管理経費の縮減（８０百万円） 

道路や建物、設備、プラント等の施設について、トータルコストの削減に

向けた維持管理手法を構築し、維持管理費を縮減する。 

    ○小・中学校の統合の推進（５０百万円） 

      児童生徒数の減少及び小規模校の増加に伴い、教育効果の向上と教育環境

の整備を図るため、市立小・中学校の統合を推進する。 

      平成２２年度は、風師中学校を閉校し、門司中学校に編入する。 

②国際物流特区企業集積特別助成金の分割交付     （５００百万円） 

助成金の交付額が、５億円を超える新規大型案件について、複数年度の分

割交付とし財政負担を平準化する。 

③「公的資金補償金免除繰上償還制度」の活用による金利負担の軽減 （５０６百万円） 

      高金利の公的資金について、補償金を支払うことなく低利債に借り換える

ことが可能となったため、この制度を活用して金利負担の軽減を図る。 

 

ウ 投資的経費の抑制                 【１,２４３百万円】 

公債費の抑制等の観点から、投資的経費の市債と一般財源の合計額を対前年度

比７％削減する。 
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Ⅱ 具体的取組み（取組項目数９９件【再掲除き８６件】） 
１ 持続可能で安定的な財政の確立 

（１）歳入の確保 

項    目 実  施  概  要 所 管 
   

① 市税収入等の確保 
1 市税収入等の確保 市税及びその他の市債権について、目標収入率等

を設定し、「北九州市債権回収対策本部」のもとに取
組みを行う。 
 平成２２年度からは、総合滞納整理システムを活
用した徴収強化を図る。 
 
 

財政局 

2 コンビニエンス・ストアでの
市税収納の導入 

市民の利便性に配慮するとともに、市税納付を促
進するため、時間を問わず、身近な場所で納付が可
能なコンビニエンス・ストアでの市税収納を導入す
る。 
 
 

財政局 

② 未利用資産の処分・活用 
1 市有財産の有効活用 未利用市有地について、積極的な売却を進めると

ともに、売却や計画が確定するまでの間は積極的に
一時貸付を実施する。 
 
 

財政局 

 

2 市営住宅の再配置に伴う余
剰地の活用 

市営住宅の再配置（建替え、用途廃止等）に伴い
生じる余剰地について、順次転用や処分を推進する。 
 平成２２年度は、２箇所について用途廃止を実施
する。 
 
 

建築都市局 

3 消防待機宿舎の一部廃止に
よる未利用市有地の活用 

各消防署に１箇所ずつ配置している消防待機宿舎
について、住宅事情の変化等により段階的に廃止す
る。 
 平成２２年度は、１箇所を廃止・解体し、用地の
有効活用を図る。 
 
 

消防局 

④ 国県補助金等の活用・確保 
1 中国残留邦人等に対する支
援事業における国庫補助金
の活用 

中国残留邦人等に対する「日本語教室」事業につ
いて、平成２２年度より国庫補助の活用を図る。 
 
 

保健福祉局

2 地域グリーンニューディー
ル基金の活用 

温暖化対策関係事業及び廃棄物対策関係事業の実
施にあたり、国において創設された「地域グリーン
ニューディール基金」適用事業として、国庫補助金
を活用する。 
 

環境局 



 

４ 

項    目 実  施  概  要 所 管 
3 地方道路整備臨時貸付金の
活用 

 道路整備にあたり必要となる地方負担の軽減・平
準化を図るため、国において平成２０年度に創設さ
れた「地方道路整備臨時貸付金（無利子貸付）」の活
用を図る。 
 
 

建設局 

4 北九州定住促進支援事業の
創設 

従来の住まい支援事業を見直し、支援対象の拡大
や、住宅事業者との協働を実施するとともに、地域
住宅交付金の対象事業として国費を充当する。 
 あわせて、住まい支援事業の継続分についても、
地域住宅交付金の対象事業として国費の充当を図
る。 
 
 

建築都市局

5 まちづくり交付金の活用 地域の創意工夫に基づくソフト事業等提案事業に
ついて、まちづくり交付金（国費）を活用する。 
 平成２２年度は、小倉都心地区、黒崎副都心地区、
折尾土地区画整理事業に導入する。 
 
 

建築都市局 

⑤ 広告収入その他の収入の確保 
1 厚生会施設（保養所）の見直
し 
 
 

施設の老朽化や利用者数の減少等により、保養所
を廃止した北九州市職員厚生会より、事業主交付金
相当分の返還を受け入れる。 
 
 

総務市民局

2 広告事業の拡充 自主財源の確保のため、広告事業の拡充に取り組
み、広告収入の確保を図る。 
 平成２２年度は、区役所庁舎等の屋内広告を実施
するとともに、今後新設又はリニューアルする施設
等を中心として、ネーミングライツの導入を推進す
る。 
 
 

財政局 

3 特別会計の剰余金等の活用 特別会計の剰余金や特定目的基金等を活用する。 
 
 
 

財政局 

4 外郭団体等への貸付金の見
直し（土地開発公社） 

北九州市土地開発公社への貸付金を繰上償還す
る。 
 
 

財政局 

5 工業用水道事業会計長期借
入金の繰上償還 

工業用水道第三次布設事業に係る一般会計長期借
入金を繰上償還する。 
 
 

水道局 
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（２）歳出の見直し 

項    目 実  施  概  要 所 管 
   

① 職員数の削減と人件費総額の抑制 
1 職員数の適正化および人件
費総額の削減 

組織・機構の簡素・効率化や事務事業の見直しな
どにより、職員８，０００人体制を目指し、人件費
総額の削減を図る。 
 
 

総務市民局 

2 時間外勤務時間数の削減   職員のモチベーションの向上、ワーク・ライフ・
バランスの推進を図るため、時間外勤務時間数の削
減に向けた取組みを推進する。 
 
 

総務市民局 

② 事務事業の見直し 
1 建設工事における一般競争
入札及び総合評価制度の適
用拡大への対処 

建設工事における一般競争入札及び総合評価制度
の適用拡大に対処するため、公共機関が共同で利用
しているコリンズ（工事実績情報システム）を導入
し、円滑な事務処理を行う。 
 
 

契約室 

2 統計刊行物の簡素化  「北九州市統計年鑑」について、仕様の見直し及
び配布先の見直しを行う。 
 
 

企画文化局 

3 スポーツ施設予約システム
変更 

スポーツ施設予約システムをＡＳＰ方式へと変更
し、施設のネットワーク化と一元的管理による事務
の効率化及び市民サービスの向上を図る。 
 
 

企画文化局 

4 公用車管理事務の見直し 各局等で管理している公用車について、共用化を
推進し、稼働率を勘案した台数の適正化（１０台減
車）を図る。 
 
 

総務市民局 

5 総務機能の見直し 各局区等の総務部門の機能（業務）について、必
要な機能は強化し、その他の機能については、庶務
事務システムの利用や発生源入力の徹底などによ
り、廃止・外部委託・集約化などを行う。 
 平成２２年度は、さらなる行政内部事務の効率化
を目指すため、総務事務センターを外部委託により
設置する。 
 
 

総務市民局 

6 業務の効率化と情報システ
ムの再編事業の推進 

行財政改革の視点から、市役所業務全体をそのあ
り方から徹底的に見直し、そのうえで改革の効果を
最大とするため、情報システムを再編する。 
 平成２２年度は、住民情報系新システムの運用を
開始する。 
 
 

総務市民局
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項    目 実  施  概  要 所 管 
7 高金利債の借換え（「公的資
金補償金免除繰上償還制度」
の活用による金利負担の軽
減） 

 高金利の公的資金について、補償金を支払うこと
なく低利債に借り換えることが可能となったため、
この制度を活用して金利負担の軽減を図る。 
 
 

財政局 

8 裁量的経費の削減 裁量的経費を見直し、経費の削減を図る。 
 
 

財政局 

9 食肉センターへの繰出金の
見直し 

委託事業の見直しや光熱水費の削減など、徹底し
た経費削減に取り組み、一般会計からの繰出金を削
減する。 
 
 

保健福祉局 

10 リサイクルプラザの見直し 民間のリサイクルショップ等の充実に伴い、リユ
ース品提供事業からＮＰＯ等の環境活動の支援を図
る施設に発展させる。 
 
 

環境局 

11 引越ごみ認定業務等の見直
し 

 引越ごみ認定業務と粗大ごみ・引越ごみ収集業務
を一括して委託することにより、経費の削減を図る。 
 
 

環境局 

12 国際物流特区企業集積特別
助成金の分割交付実施 

助成金の交付額が５億円を超える新規大型案件に
ついて、複数年度の分割交付とし、財政負担を平準
化する。 
 
 

産業経済局 

13 渡船事業の見直し 渡船事業の経営改善を図るため、運航体制の見直
しを行う。 
 
 

産業経済局 

14 下水道ポンプ場の遠隔監視
化 

合流ポンプ場に先行待機型のポンプを設置し、遠
隔集中監視方式の導入により、運転体制の効率化を
図る。 
 平成２２年度は、東中島、折尾、港町、浅野町の
４ポンプ場を遠隔監視運転に移行する。 
 
 

建設局 

15 優良賃貸住宅供給支援事業
の見直し 

特定優良賃貸住宅及び高齢者向け優良賃貸住宅の
供給支援について、社会情勢に応じた抜本的な制度
の見直しを行う。 
 
 

建築都市局 

16 港湾整備特別会計の経営健
全化 

 港湾整備特別会計による事業は、物流の基盤整備
や企業進出のための分譲地を造成するもので、本市
の経済を支える重要な役割を担っているが、地価下
落による資産価値の減少等により、数年以内に特別
会計の実質収支が赤字になる可能性があり、経営健
全化を図る。 
 
 

港湾空港局 
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項    目 実  施  概  要 所 管 
17 船舶動静表示システム導入

による業務委託の見直し 
北九州港の公共岸壁等に離着岸する船舶の離着岸
時間判定をＡＩＳ（船舶自動識別装置）データを活
用した船舶動静表示システムで行うことにより、経
費を削減する。 
 
 

港湾空港局 

18 「もらって安心災害情報配
信システム」の情報配信方法
の見直し 

災害情報等を電子メールで配信する「もらって安
心災害情報配信システム」について、運営方式を変
更（ＡＳＰサービスに移行）することで、経費の削
減及び機能の向上を図る。 
 
 
 

消防局 

19 水道用水供給事業の開始（広
域化の推進） 

北部福岡緊急連絡管の維持用水を活用し、福岡都
市圏の３市１町へ水道用水を供給する。 
平成２２年度から宗像市と新宮町に供給を開始す
るにあたり、既存施設を有効活用することで、水道
事業及び工業用水道事業の経費の節減を図る。 
 
 

水道局 

20 交通事業の経営改善 平成１８年度から５ヵ年の「市営バス事業経営改
善計画」に基づき、独立採算制の徹底や経費の削減
等の経営改善を進める。 
 平成２２年度は、「市営バス事業あり方検討会議」
からの答申を受け、今後の方向性を策定する。 
 
 
 

交通局 

21 病院事業のあり方の抜本的
な見直し 

市立病院の中期的な方針を定めた「北九州市病院
事業経営改革プラン」に基づき、病院事業の経営改
善に取り組む。 
 
 

病院局 

22 私立幼稚園就園奨励費補助
金の見直し 

国の補助単価の見直しに応じて、市独自の補助部
分についても単価を見直す。 
 
 
 

教育委員会

23 小・中学校の統合の推進 児童生徒数の減少及び小規模校の増加に伴い、教
育効果の向上と教育環境の整備を図るため、市立
小・中学校の統合を推進する。 
 平成２２年度は、風師中学校を閉校し、門司中学
校に編入する。 
 
 
 

教育委員会

24 コンピュータが使える小学
生育成事業の見直し 

教員のコンピュータ指導能力が向上してきたた
め、情報化推進員の配置を廃止する。 
 
 
 

教育委員会 
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項    目 実  施  概  要 所 管 
公共施設等の維持管理経費の縮減 

道路や建物、設備、プラント等の施設について、トータルコストの削減に向けた維持管理手法を構

築し、維持管理費を縮減する。 
1 庁舎管理事務の見直し 庁舎維持管理業務委託について見直しを行い、現

在特命随意契約を行っているものを、随時指名競争
入札へと移行する。 
 
 

総務市民局

2 道路照明灯の見直し  道路照明灯を水銀ランプから電気効率が高いナト
リウムランプに変更することで、維持管理コストを
抑制する。 
 平成２２年度は、約５００灯を交換し、ランプの
変更を完了する予定である。 
 
 
 

建設局 

3 道路照明灯設置工法の見
直し 

現状の単独柱による設置方法を見直し、近接して
利用できる電柱がある場合は、その電柱に共架する。 
 
 
 

建設局 

4 公園照明灯の見直し 公園照明灯を水銀ランプから電気効率が高いナト
リウムランプに変更することで、維持管理コストを
抑制する。 
 平成２２年度は、３４０灯を交換する。 
 
 
 

建設局 

5 既設公園の統廃合 狭小な公園が集中している地域などにおいて、既
設公園を統廃合することにより、規模の適正化、適
正配置を推進する。 
 平成２２年度は、全面廃止１箇所、部分廃止２箇
所を目標とする。 
 
 
 

建設局 

6 下水道ポンプ場の遠隔監
視化 
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建設局 

7 港湾施設に係る維持管理
経費の見直し 

港湾施設の維持補修に係る経費のうち、修繕費に
ついて対象箇所を集中・選択的に見直すことにより、
経費を削減する。 
 
 
 

港湾空港局 

 

8 省エネルギー対策の実施
による浄化費の見直し 

 送水ポンプで発生しているエネルギーロスを解消
するため、送水ポンプの仕様を見直し、動力費の削
減を図る。 
 
 

水道局 



 

９ 

項    目 実  施  概  要 所 管 
③ 投資的経費の抑制 

1 公共事業のコスト構造改善  「北九州市公共事業コスト構造改善 第四次行動
計画」（実施期間：平成２１年度から平成２５年度）
を適切に運用し、事業全体を通した効率化への取組
みや、工事後の維持管理まで考慮した品質の確保に
取り組む。 
 
 

技術監理室 

2 投資的経費の抑制 公債費の抑制等の観点から、投資的経費の市債と
一般財源の合計額を対前年度比７％削減する。 
 
 

財政局 

3 公共事業評価システムの推
進 

公共事業の着手や継続について、必要性や効果等
を客観的に検証し、市民意見を踏まえたうえで慎重
に決定するため、事業着手前の事前評価や予算化後
一定期間ごとに行う再評価を実施する。 
 
 

財政局 

4 都市計画道路網の再編  都市計画道路網の長期未着手区間のうち、現在の
社会情勢や都市構造の変化に合致しないものについ
て、廃止を含めた都市計画変更を行う。 
 平成２２年度は、周防灘沿岸部地域の見直しを行
う。 
 
 

建築都市局

5 黒崎副都心「文化・交流拠点
地区」整備事業における民間
活力の積極的な活用 

 黒崎副都心「文化・交流拠点地区」整備事業につ
いて、民間のノウハウを活用するＰＦＩの導入を図
り、投資コストの抑制を図るとともに、民間投資を
誘発するなど、まちのにぎわいづくりに寄与するよ
うな事業スキームにて実施する。 
 平成２２年度は、ホール、図書館等の工事に着手
する。 
 
 

建築都市局 

⑤ 外郭団体の経営改革の促進 
1 外郭団体に対する人的・財政
的関与の見直し 

 「北九州市外郭団体経営改革プラン」に基づき、
市の人的・財政的関与を抜本的に見直す。 
 平成２２年度は、市派遣職員を２５人、市補助金
を６０７百万円削減する。 
 
 

財政局 

2 外郭団体等への貸付金の見
直し（土地開発公社） 
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財政局 

3 
 
外郭団体等への貸付金の見
直し（福祉事業団） 

北九州市福祉事業団の自立した経営に向けた経営
改革の進展に伴い、市からの貸付金を廃止する。 
 
 

保健福祉局

 
 



 

１０ 

２ 多様な行政需要に対応しうる行政体制の構築 

（１）公民パートナーシップの推進 

項    目 実  施  概  要 所 管 
   

 ① 民営化・民間委託等の推進 
1 総務機能の見直し  

（5）ページの再掲 
 

総務市民局 

2 区役所業務の見直し・民間委
託の推進 

区役所の窓口業務を見直し、区役所窓口のワンス
トップサービスの実現と、業務の簡素・効率化によ
る職員定数の削減及び定型的な業務の民間事業者へ
の委託を進めていく。 
 平成２２年度は、小倉北区役所においてワンスト
ップサービスを開始するとともに、平成２３年度か
らの全区展開に向けて準備を進める。 
 
 

総務市民局 

3 庁舎管理事務の見直し  
（8）ページの再掲 

 

総務市民局 

4 防疫業務の見直し 市が直接実施してきた防疫業務を見直し、段階的
に昆虫駆除業務等を民間委託することにより、相談
指導業務を中心とした体制に移行する。 
 
 

保健福祉局 

5 直営保育所の再編・民営化   保育所運営の効率化と機能の強化を図るため、児
童数の減少等に伴う近隣の保育所との統合や、老朽
化した施設の建替え等にあわせて直営保育所の民営
化を推進する。 
 
 

子ども 

家庭局 

6 黒崎副都心「文化・交流拠点
地区」整備事業における民間
活力の積極的な活用 
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建築都市局

7 市営住宅への管理代行制度
の導入 

市営住宅の管理について、管理代行制度を導入（管
理代行者：北九州市住宅供給公社）することで、長
期的に安定した管理運営を図るとともに、住宅サー
ビスの向上と経費の削減を図る。 
 
 

建築都市局 

8 若松病院の経営形態の見直
し 

 若松病院について、地域医療の維持及び病院事業
会計の収支改善の２つの視点から経営形態を見直
し、将来にわたって安定的に、総合的な病院として
診療機能の提供が可能な医療法人等へ譲渡する。 
 平成２２年度に譲渡先を選定し、平成２３年４月
の譲渡を目指す。 
 
 

病院局 



 

１１ 

項    目 実  施  概  要 所 管 
9 学校給食調理業務の民間委
託の推進 

 市立小学校等における学校給食調理業務につい
て、平成１６年度から段階的に民間委託を進めてい
る。 
 平成２２年度は、新たに１４校において実施する。 
 
 

教育委員会 

項    目 実  施  概  要 所 管 
公の施設の管理への指定管理者制度の導入 

 指定管理者制度の導入を積極的に推進するとともに、指定管理者の評価を実施し、適切な運営を確

保する。 
1 スポーツ施設 [３７施設一体管理]（２回目） 

【西部広域スポーツ施設(総合体育館等３７施設)】 
 指定管理者： 
  (財)北九州市体育協会 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 
[２７施設一体管理]（２回目） 
【東部広域スポーツ施設(門司体育館等２７施設)】 
 指定管理者： 
  コナミスポーツ＆ライフ日本管財共同事業体 
  （構成企業） 
   ・(株)コナミスポーツ＆ライフ 
   ・日本管財(株)九州支店 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 
[６施設一体管理]（２回目） 
【桃園公園内施設グループ(桃園球場等６施設)】 
 指定管理者： 
  (株)スピナ 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 
[３施設一体管理]（３回目） 
【本城公園内施設グループ(本城球場等３施設)】 
 指定管理者： 
  スポーツパークパートナーズ本城共同事業体 
  （構成企業） 
   ・日本体育施設(株)西日本支店 
   ・(株)安川ビルサービス 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 

企画文化局  

2 芸術文化施設 【旧百三十銀行ギャラリー】（１回目） 
 指定管理者： 
  (株)椛組 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２６年３月３１日 
 

企画文化局 



 

１２ 

項    目 実  施  概  要 所 管 
3 母子生活支援施設  【小倉母子寮】（２回目） 

 指定管理者： 
  (社福)北九州市小倉社会事業協会 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 
【八幡母子寮】（２回目） 
 指定管理者： 
  (社福)八幡民生事業協会 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 

子ども 

家庭局 

4 青少年施設  【玄海青年の家】（２回目） 
 指定管理者： 
  玄海グリーン＆アドベンチャー共同企業体 
  （構成企業） 
   ・(株)エコプラン研究所 
   ・太平ビルサービス(株)北九州支店 
   ・(有)カヌースクール九州 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 

子ども 

家庭局 

5 産業技術保存継承施設  【北九州産業技術保存継承センター】（２回目） 
 指定管理者： 
  (財)北九州活性化協議会 
 指定期間： 
  平成２２年４月１日～平成２７年３月３１日 
 

産業経済局 

 ② 市民・ＮＰＯ等との協働の推進 
1 (株)セブン-イレブン・ジャ
パンとの地域活性化包括連
携協定  

 (株)セブン-イレブン・ジャパンとの相互連携によ
り、世界の環境首都づくりの推進、安全・安心のま
ちづくり、地産・地消、市民サービスの向上等の取
組を推進する。 
 
 

企画文化局 

2 住民主体の地域づくりの促
進 

地域の課題を地域で解決する住民主体の地域づく
りを推進するため、「まちづくり協議会の組織充実」
や「地域総括補助金の導入促進」等を図り、地域づ
くりの活動を支援する。 
平成２２年度は、新たにまちづくり協議会７団体
（１１０団体→１１７団体）への導入を目指す。 
 
 

総務市民局 

3 「ＮＰＯとの協働によるま
ちづくり」人材育成事業 

ＮＰＯと市との協働を広げる環境づくりを目的
に、ＮＰＯと市職員が相互理解を深めるための合同
ワークショップ等を実施する。また、協働の実践現
場で、適切な助言・支援を行う協働コーディネータ
ーの育成を図る。 
 
 

総務市民局 
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項    目 実  施  概  要 所 管 
4 住民主体の健康づくり運動
の推進 

各地域において市民センターを拠点として、住民
が主体となった健康づくり事業を実施する。 
平成２２年度は、引き続き全市的な展開に向けた
取組を推進する。 
 
 

保健福祉局 

5 赤ちゃんの駅登録事業   官民が協力して、乳幼児と保護者が外出した際、
授乳やオムツ替えができる施設を「赤ちゃんの駅」
として登録し、子育て中の親が安心して生活できる
環境づくりを推進する。 
 
 

子ども 

家庭局 

6 北九州おもてなしの道づく
り事業（市民との協働による
おもてなし） 

 「都市イメージの向上」や「来訪者へのおもてな
し」等を目的として、市内の主要な市境や幹線道路
の植樹帯を四季折々の花や緑で飾り、定期的な道路
の清掃活動等を行うなど、地域住民や企業等と協働
で、おもてなしの道づくりを行う。 
 
 

建設局 

7 市民との協働によるあんし
ん道事業（通学路の安全対
策） 

 通学路において、交通事故や防犯上の事件をなく
すため、行政や警察、学校、地元が協働で通学路の
危険箇所の洗い出し、及びその改善を行い、児童の
更なる安全性の確保を目指す。 
 
 

建設局 

8 市民との協働による道路の
維持管理（道路サポーター制
度） 

 市民と行政との協働により、道路への愛着・環境
美化への意識高揚とすそ野を拡大し、美しいまちづ
くりにつなげる仕組みを構築する。 
 平成２２年度は、道路サポーター２３団体の増を
目指し、美しいまちづくりを市内に広げる。 
 
 

建設局 

9 市民との協働による河川の
維持管理（河川愛護団体）  

 河川愛護団体の設立支援及び育成を図るととも
に、河川除草等において団体との連携を強化する。 
 平成２２年度は、河川愛護団体５団体の増を目指
す。 
 
 

建設局 

10 市民との協働による街区公
園の維持管理（公園愛護会） 

街区公園の維持管理業務のうち、清掃や除草など
について、地元の公園愛護会との協働による実施を
図る。 
 平成２２年度は、公園愛護会２０団体の増を目指
す。 
 
 

建設局 

11 地域に役立つ公園づくり事
業（市民参加による公園づく
り） 

 地域住民に身近な公園の整備にあたり、小学校区
を一単位として、計画段階から地域住民と協働で事
業を進め、市民ニーズに対応した公園づくりを行う。 
 平成２２年度は、引き続き４校区で公園整備を行
うとともに、新たに８校区で計画策定に着手する。 
 
 

建設局 



 

１４ 

項    目 実  施  概  要 所 管 
12 北九州定住促進支援事業の

創設  
 

（4）ページの再掲 
 

建築都市局

 

（２）市民ニーズへの対応と「選択と集中」 

項    目 実  施  概  要 所 管 
   

 ① 市民参画を通じた市民ニーズの把握 
1 ホットメール「市長への手
紙」 

 平成１９年度に開設したホットメール「市長への
手紙」について、市民からの要望に対し、進捗状況
の把握に努めるなど、適切な対応を図る。 
 
 

秘書室 

2 タウンミーティングの開催  様々な政策課題について市民と直接対話し、市民
と市との協働によるまちづくりを進めることを目的
に、タウンミーティング（対話集会）を開催する。 
  平成２２年度は、「文化振興計画」、「自治基本条
例」の２つのテーマについて開催し、また、「子育て
日本一を実感できるまちへ向けて」、「環境モデル都
市とエコライフ」をテーマに市長と市民が対話する
「地域ふれあいトーク」を実施する。 
 
 

広報室 

 ② 区役所機能の見直し 
1 区役所業務の見直し・民間委
託の推進 
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総務市民局 

③ 評価システムの活用 
1 指定管理者評価システムの
推進 

 公の施設の管理を行っている指定管理者につい
て、適正な管理が行われているかなど、第三者委員
会の評価を含め、多角的な視点からの評価を実施す
る。 
 
 

財政局 

2 公共事業評価システムの推
進 
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財政局 

3 行政評価システムの推進  厳しい財政事情の中、北九州市基本構想・基本計
画「元気発進！北九州」プランを着実に推進するた
め、新たに行政評価システムを導入し、事業の計画・
実施のみならず評価や見直しまで含めた事業の管
理、ＰＤＣＡのマネジメントサイクルの確立を図る。 
 
 

財政局 
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（３）職員の育成と組織体制の確立 

項    目 実  施  概  要 所 管 
   

 ① 職員の意識改革と育成 
1 政策法務能力の強化  地方分権時代に対応した重要施策の実現のため、

戦略的な法の解釈・運用により、法的側面から政策
における実効性を確保する法務（政策法務）能力を
強化する。 
 

総務市民局 

2 「女性活躍推進アクション
プラン」の推進 

 「女性活躍推進アクションプラン」に基づき、キ
ャリアアップ研修やメンター制度等を実施し、女性
職員の育成を図る。また、職員が仕事と私生活の双
方を充実させることができる職場づくりを進めるた
め、ワーク・ライフ・バランス研修等を実施し、職
員の意識改革や働き方の見直しに取り組む。 
 

総務市民局 

3 人材育成基本方針に基づく
人材の育成 

 「北九州市人材育成基本方針」に示された、本市
職員が目指すべき職員像や人事・研修制度の趣旨、
今後の人材育成の方向性に基づき、人事部門・研修
部門・各職場が一体となって人材育成を推進してい
く。 
 

総務市民局 

4 時間外勤務時間数の削減  
（5）ページの再掲 

 

総務市民局 

 ② 能力主義・成績主義の徹底 
1 成績主義の推進  勤務成績をより的確に処遇へ反映させる人事・給

与制度づくりをより一層推進する。 
 
 

総務市民局 

③ 簡素で効率的な業務執行体制の確立 
1 職員数の適正化および人件
費総額の削減 

 
（5）ページの再掲 

 

総務市民局 

2 総務機能の見直し   
（5）ページの再掲 

 

総務市民局 

3 業務の効率化と情報システ
ムの再編事業の推進 

 
（5）ページの再掲 

 

総務市民局

4 区役所業務の見直し・民間委
託の推進 

 
（10）ページの再掲 

 

総務市民局 

5 農業行政の業務の見直し  平成２１年１０月に北九州、遠賀地区の３農協が
合併し北九州農協が発足したことに伴い、農業振興
業務の役割分担について整理するなど、農業行政全
般の業務のあり方を検討する。 
 

産業経済局 

 


